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はじめに

政治改革後も、マネー・スキャンダルが引きも切らない。たとえば、

・中島洋次郎元防衛政務次官が、富士重工業から 500万円のわいろをうけとり、ま

た政党交付金等を詐取した事件。

・中尾栄一元建設相が、若築建設から 6千万円の賄賂を受け取り、選挙資金に充て

た事件。

・山本譲司元民主党代議士が、架空の政策秘書を雇用して、給与相当分を事務所費

等に充てていた事件。

・村上正邦元労相が、ケーエスデー中小企業経営者福祉事業団に、わいろに加え

て、個人事務所経費や秘書給与、さらには架空名義での自民党費を肩代わりさせ

ていた事件。

いずれも、政治資金の流れを規制したところで、政治にカネがかかる病根を絶たな

い限りは、問題の根本的解決にはならないことを示唆している。選挙にいくらカネが

かかるかを比較した場合、日米の選挙費用は他を圧している。両国に共通するのは、

候補者中心の選挙になっているという点である。政党の違いがハッキリせず、互いに

似たり寄ったりの候補者同士がしのぎを削るから、候補者は自前で選挙を勝ち抜かな

ければならない。そのための費用調達が思うに任せないとき、中島前代議士らのよう

に、違法行為に手を染める場合も生じる。日本の政治にカネがかかるのは、日本にお

ける政党政治の位置付けという根本的な「病理」の「一症状」にすぎず、政治資金シ

ステムのみを問題視することは、あくまで対症療法である。

ところが、政治改革以前の日本の政治資金システムは、こうした「症状」を「診

断」することすらできない状態であった。政治にはいくらカネがかかるのか、政党や

政治家はどのようにカネを集めているのか。人々は、マスマディアによって伝えられ

る断片的な情報――逸話やスキャンダル――を通じて、水面下の氷山を推測するより

他なかった。政治資金規正法改正や政党助成法導入によって、ようやく政治資金を通

じて、日本政治が抱える問題点と正対することができるようになった、というのが、
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現在、われわれが位置しているところである。それでは、われわれの地平から何を観

察することができる（ようになった）のか、そして将来どちらの方向へ向かうべきな

のか。本章では、まず政治資金システムの歴史について概観した後、現行制度を紹介

し、これまで公開された政治資金データの分析を行う。そのうえで 90年代政治改革の

成果と問題点を検証する。

１．政治資金規制の歴史

戦後における政治資金規制のさきがけは、1946年 3月の内務省令「選挙運動の費用

等の届出に関する件」に求めることができる。これは、同年 4月の総選挙に際して、

候補者及び候補者を推薦する政党、政治団体に、選挙公示日から 7日間経過するごと

に選挙費用を公表させるもので、参議院、地方議会についても同様の省令、勅令が定

められた（下記政治資金規正法施行により廃止）。

現在も選挙運動費用については、公職選挙法によって収支報告が義務付けられてい

る。しかし、有権者数に応じた支出上限額が定められていて、候補者は上限を超えな

いように選挙運動費用と日常の政治活動費用を調整する。実際、いわゆる「瀬踏み行

為」の大半は、実質的には選挙運動と密接に関連しながらも、形式的には選挙運動費

用に含まれないため、選挙運動費用に限った規制では実効性がない。

選挙期間に止まらず、政治資金収支を公開せしめるものとしては、1948年 7月に制

定された政治資金規正法である。しかし、同法は政治資金規制というよりも公開に力

点を置いたものであり、また肝心の公開についても以下の問題点を抱えていたため、

当初から実態とかけ離れた「ザル法」として批判された（藤田 1980）。

(1) 届出団体とその関係する議員のつながりがわからない。

(2) 寄附を会費名義とすることによって、寄附者の住所、氏名等を公開しない。

(3) その団体の内部機関を支出先とするなど、最終支出先を明らかにしないことが

多い。

(4) 収支報告書の届出が、全国団体で 50％台、地方団体で 40％台にすぎない。

(5) 監督官庁（自治大臣や選挙管理委員会）に調査権がないと解されてきた。

(6) 支出項目や仕訳が各団体の自由に任されており、他団体と比較ができない。

(7) 政治団体等の定義があいまいで、政党というカテゴリーには派閥や後援会も含

まれて、全国約 4,000団体にも達した。
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その後、1961年の選挙制度審議会答申から、67年の第五次同審議会答申に至るま

で、再三にわたって政治資金システム改革が提案されたにもかかわらず、これらが実

現されることはなかった。ロッキード事件で田中角栄前首相が逮捕されるなど、金権

政治批判が高まった 1975年、ようやく三木内閣によって政治資金規正法改正が着手さ

れるまで、四半世紀以上にわたって、日本政治は政治資金制度改革から逃げつづけた

のである。

1975年の改正政治資金規正法は、政治資金をより直接的に規制することを目的とし

て、「政治団体の届出」「資金収支の公開」「授受の規正」について、それぞれ制度の充

実が図られた（岩井 1990）。

すなわち、「政治団体の届出」に関しては、政党や政治団体の定義を明確にしたう

えで、届出を義務付けることによって、より実態に近い実態把握を可能にした。また、

「資金収支の公開」については、すべての政党、政治団体に収支報告を義務付け、報告

書のフォーマットも細かく定められた。また、二回以上報告を怠った場合には、政治

団体としての届出が無効とされたため、報告書の提出率は 9割へと上昇した。

そして、75年改正における最大の眼目が「授受の規正」である。旧法では、政治献

金の額には制約がなく、報告さえすれば青天井であり、企業と政治家の癒着を生んで

いた。これに対して、改正法は企業や団体、個人が一年間に行える献金額に上限が設

けられた。下図にある通り、企業や労働組合などの政治献金は、資本金・構成員数等

に応じて最高 1億 5千万円（政党・政治資金団体・政治家に対するもの 1億円、その

他政治団体に対するもの 5,000万円）に制限された。さらに、政党以外の同一政治団

体、政治家に対する献金も 150万円までという個別寄附制限も行われた。（表 1参照）

たしかに、法律改正によって、前述した問題点の相当部分は解決したかに見える。

しかし、この改正法にも依然重大な欠陥が残されており、実質的に政治とカネの問題

は未解決のままであった。

たとえば、75年法では 100万円以下の政治献金については、寄附者の氏名を公表す

る必要はないとされた。また、ひとりの政治家が持てる政治団体の数に制限がなかっ

た。これらを利用すると、以下のようなことが可能になる。ある企業（X社）がY代

議士に 1千万円の寄附を行うとする。このとき、Yは十個の政治団体を作り、それぞ

れに 100万円ずつ分散して、X社からの寄附を受け取る。こうすると、150万円という

寄附制限もクリアできるし、また一団体あたりの寄附は 100万円以下だから、政治資

金収支報告書上に X社の名前は公開されないまま、X社から Y代議士へ実質 1千万円

が渡ることになる。こうして、政治資金公開の「透明度」は、依然有名無実であった。

また、総量制限をかいくぐるものとして、政治資金パーティーが横行するように
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なった。政治資金パーティーには規制がなく、これが企業・団体献金制限の抜け道と

なった。ただし、政治献金と異なって、パーティー券購入費は課税対象であるから、

増加する政治資金パーティーへの負担に関しては、財界、企業からも批判の声が上げ

られた。

こうした中、1988年に表面化したリクルート事件が、さらなる政治資金システム改

革への契機となった。リクルート社が行っていた就職斡旋業務等で有利な取り扱いを

受けるべく、同社は、子会社（リクルートコスモス社）の未公開株を政財官界の主要

人物に譲渡、リクルートコスモス社株公開に伴う株価上昇差益が賄賂にあたるとされ

た事件である。最終的に、収賄罪で起訴された政治家は二名に止まったものの、竹下

首相、宮沢蔵相など、ほとんどの主要政治家が同社から何らかの資金提供を受けてい

たことが分かり、89年の参議院選挙で自民党が過半数割れの惨敗を喫するなど、国民

の憤激を招いた。

批判に応えて、政府・自民党は「政治改革に関する有識者会議」「自民党政治改革

委員会」（1989年 1月～）などを設置して、政治資金を含めた包括的政治改革論議に

着手、「第八次選挙制度委員会」（同年 6月～）の審議を経て、1991年 8月に政治改革

関連法案を国会に提出した。同法案は、選挙制度を中選挙区から小選挙区比例代表併

用制に変更する公職選挙法改正案、政治献金の規制厳格化と透明化をめざす政治資金

規正法改正案、そして企業団体献金への必要性を薄めるために新たに導入される政党

助成法案からなっていた。このうち、選挙制度改革をめぐって与野党対立、さらに自

民党内対立が紛糾し、海部・宮沢内閣を崩壊させ、ついには自民党を下野に追い込ん

だことは、いまさら振りかえるまでもない。ただ、同過程において、政治資金システ

ム改革に関しては――企業団体献金廃止など少数の論点を除いて――相対的に争いな

く実現されたということができる。また、これに前後して、冠婚葬祭への支出禁止や

連座制の強化といった腐敗防止策も飛躍的に強化され、現行の政治資金システムが形

成されたのである。

２．政治資金システムの概要

94年改正法における政治資金システムの概要は、以下の通りである。まず、改正政

治資金規正法では、政治家個人への寄附が禁止され、また企業・団体献金を受け取れ

るのは政党、政治資金団体ないし各政治家が一つだけ設置できる資金管理団体に限定



21世紀のガバナンスのあり方：日本の課題とアメリカの経験

された（表 2参照。なお、資金管理団体への企業・団体献金は 99年改正によって禁止

された。）。また、政治資金パーティーについても規制が加えられるなど、企業・団体

献金から個人献金、政党助成（後述）中心への転換が図られた。一方、政治資金収支

の公開についても、寄附者や支出先の氏名等の公開基準が 5万円へと引き下げられ、

透明性が飛躍的に向上した。

前述した X社と Y代議士のケースを 94年法にあてはめると、企業献金を受け取る

ことができる Y代議士の資金管理団体は一つに限られるから、X社は同一資金管理団

体への献金上限（50万円）しか Y向け政治献金をすることができない。政治資金パー

ティーにバイパスするにしても、一回のパーティーにつき 150万円までという上限が

課せられている。さらに、5万円以上の寄附、20万円以上のパーティー券購入につい

ては、寄附者の氏名等が公開されるから、前述した旧法下のように匿名のまま多額の

献金を行うことは不可能になった。

これと表裏をなすべく制定されたのが、政党助成法である。政治資金源を絞るだけ

では、徒にブラック・マネーを増やすことになりかねない。そのため、政党に対する

公的補助をおこなうことにより、特定企業・団体との癒着の禍根を断とうということ

である。具体的には、「所属国会議員が 5人以上いる」ないし「直近の総選挙または通

常選挙での得票率が 2％以上」という要件を満たす政党に対して、毎年、国勢調査人

口に 250円を乗じた額（およそ 300億円）を、政党助成金として議席率や得票率に応

じて配分する。

公職選挙法で定められる選挙運動期間に関しては、買収などの選挙違反にかかる連

座制が強化された。すなわち、従来の選挙運動総括主宰者、出納責任者、地域主宰者、

候補者の親族、秘書に加えて、組織的選挙運動管理者が選挙違反を行った場合にも、

候補者の当選が無効となり、当該候補者は五年間同一選挙区からの立候補が禁止され

る。また、当選無効を求める裁判が起こされても、判決が下るまでに時間がかかるよ

うでは――従来、長期にわたる裁判途中で、被告が死亡したり、あるいは次の選挙が

行われてしまうことが間々あった――連座制を設ける意味がない。そこで、選挙訴訟

について裁判所は 100日以内に判決するよう努めなくてはならないとの条項が書き加

えられた。
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３．政治資金の現状

以上のような新しい政治資金システムの下、政党や政治家は「いくら」「どのよう

に」カネを調達し、また使っているのだろうか。図 1は、1976年から 97年までの政治

資金総額の推移を示したものである。それぞれの政治団体は、その活動範囲（一つの

都道府県内か、それ以上か）によって、政治資金収支報告書の届出先が異なっている。

自治省に提出されたものは全国分、各都道府県選挙管理委員会に提出されたものが地

方分である。

全国分、地方分を合計すると、97年の政治資金総額は 3,075億円で、76年（1,097

億円）のおよそ 3倍に増加している。図 2にもあるとおり、同期間における消費者物

価の伸び率は 2倍に満たないから、「政治のコスト」の突出ぶりがうかがえる。

1996年における主な政党本部の収支状況をみてみよう（図 3・図 4）。収入額が一番

多いのは日本共産党（304億円）で、以下自民党（260億円）、公明（図では省略、131

億円）、新進党（122億円）、社民党（97億円）、民主党（41億円）などと続く。共産

党の収入・支出額が他党を凌駕しているのは、収入の大半を占める機関紙・しんぶん

赤旗の売り上げが計上されており、一方の自民党については、政治活動の中心となる

党支部や個人後援会の収支が含まれていないためである。第三党である民主党の総収

入が少ないのは、結党されたのが 9月であったためで、ほとんどは新党結成の主役と

なった鳩山由紀夫・邦夫兄弟からの借入金である。

自民党の収入構成は、政党助成法の施行によってドラスティックに変化した。図 3

にあるとおり、従来は個人や企業・団体からの献金に多くを依存していたのに対して、

1996年における最多収入源は政党助成金である。この傾向は、自民党よりも政治献金

源で劣る他政党では一層顕著になる。第二党であった新進党に至っては、約八割まで

を政党助成金に依存している。1965年に政党助成制度を導入したスウェーデンでは、

ほとんどのブルジョワ政党が財界からの献金を必要としなくなったといわれる。少な

くとも政党本部のレベルでは、日本においても企業・団体献金の占めるシェアは――

ゼロにはならないにしても――顕著に減少した。

支出面でみると、自民党など従来から存在していた政党の支出構造に、あまり変化

は見られない。強いてあげれば、支部等への寄附・交付金の割合が高まっていること

であろう。これは、政党助成金の相当部分を支部交付金としているためで、政治家個

人レベルへの寄附制限が厳格化されたぶん、政党助成金という形で党本部が肩代わり

しているという構図である。これは、新進・民主・社民各党にも同様である。自民党
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の支出で最大のシェアを占める組織活動費には、党幹部への活動資金供給に加えて、

党所属国会議員への「モチ代」「ソーメン代」「公認料」などが含まれている。96年に

は、ほとんどの自民党代議士（個人）に対して、1,200万円ずつ組織活動費名目での出

納が記録されている。なお、共産党は政党助成金の受け取りを拒否しているため、例

外的な収支構造になっている。

最後に、政治家個人のレベルについて、政治資金構造を概観しておこう。著者ら

は、小選挙区比例代表並立制による初めての総選挙が行なわれた 1996年分について、

小選挙区に立候補した 384代議士（比例代表区での「復活当選者」を含む）を対象に、

包括的な調査を行った。一般に、政治家は以下の三種類「サイフ」をもつことが可能

である。(1) 政治家につき一つだけ認められ、一社につき 50万円まで企業献金を受け

取ることができる資金管理団体、(2) 当該政治家が代表となる政党支部、これについて

は党本部と同じく企業献金の制限はない、(3) 「後援会」などと呼ばれるその他団体、

これは企業献金を受け取ることができない。これら各種団体を割りだして合算し、か

つ当該団体間で行なわれた寄附を相殺する（その寄附収入はダブル･カウントされてい

る）ことによって、各政治家の実質収入、ほんとうの「サイフの中身」を把握するこ

とができる。図 5は、その調査結果得られたデータである（佐々木・吉田・谷口・山

本 1999）。

図 5によると、自民党代議士の平均収入は 1億 3,172万円で、新進党代議士の 1億

800万円、民主党代議士の 4,002万円を大きく上回っている。政治資金における自民党

の中核組織は、総収入の 57％を集めた資金管理団体であるのに対して、新進党は小選

挙区支部を中心としていたことがわかる。各種団体の資金調達源を表した半円グラフ

をみると、新進党の小選挙区支部では半分以上を党本部からの交付金が占めていて、

前述した政党助成金中心の戦略が裏付けられる。ちなみに、結党間もない民主党は、

また支部組織を整備することができず（1998年初の段階でも、民主党の支部数は 126

にすぎない――自民党は 5,642）、小選挙区支部の占める割合は小さくなっている。

また、政党支部では 50万円を超える企業献金を受け取ることができるから、大口の

企業献金は政党支部に、そうでないものは資金管理団体にという使い分けもなされて

いるようだ。自民党・新進党の代議士においては、寄附や党本部からの交付金で賄い

きれない部分を補う手段として、政治資金パーティーが大いに活用されていたことも、

半円グラフからは明らかである。企業からの寄附を受け取ることができない後援会に

とっては、政治資金パーティーは、他団体からの移転収入と並ぶ資金供給源となる。
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ちなみに、選挙がなかった 1997年の平均収入については、自民党代議士 1億 5,154

万円（資金管理団体 66％、小選挙区支部 23％、後援会 11％）、新進党 6,092万円（資

金管理団体 63％、小選挙区支部 28％、後援会 9％）、民主党 3,316万円（資金管理団体

75％、小選挙区支部 15％、後援会 11％＝四捨五入のため合計が 100％になっていな

い）であった。党支部設立を進めていた民主党を除いて、自民党、新進党では小選挙

区支部の占める割合が低下している。とくに新進党の小選挙区支部は前年比 30％の収

入しかなく、政党中心戦略はあくまで選挙時限定であったことが伺える。続々と離党

者を生み、年末には解党されるなど、当時の新進党が置かれていた状況と無縁ではな

い。384代議士全員の平均収入は 7,972万円で、前年比 77％である（朝日新聞、1999

年 8月 30日、9月 1日）。

具体例を観察する。図 6は小渕恵三首相における 1996年の収入構造である。前述し

たように、小渕は「未来産業研究会」という資金管理団体、「自民党群馬県第五選挙区

支部」「自民党群馬県ふるさと振興支部」という政党支部、そして「小渕恵三後援会」

「恵進会」等々その他の政治団体の三種団体を使い分けて、政治資金を調達している。

東京では「未来産業研究会」、そして地元では「小渕恵三後援会」が中心組織であり、

それ以外の団体は主として集金窓口として機能しているとみることができる。「小渕恵

三後援会」は企業・団体献金を受け取ることができないので、多額のカネが他の政治

団体から移転されている。とくに「自民党ふるさと振興支部」の経常支出はゼロで、

96年に集めた約 4,300万円の全てを「小渕恵三後援会」と小渕本人（選挙運動費用）

へ寄附している。同支部が設立されたときの住所は、小渕の高崎事務所と同一であり、

政党支部がダミー化していることを示している。

４．政治資金システム改革の評価

以上のような現行政治資金システムについて、どのように評価することが可能だろ

うか。システム改革による改善面としては、以下の諸点を指摘できる。まず、連座制

拡大などの規制強化によって、選挙違反事件は減少した。朝日新聞社が実施した、

1996年総選挙当選者へのアンケート調査によると、回答した 471人のうち 321人が、

選挙費用が以前よりも減少したと回答している。

また、企業・団体献金を受け取ることができる政治団体を、政党と政治家につき一

つだけ認められる資金管理団体に制限するなど、政治献金の流れを制限したことに

よって、各政治家がもっている政治団体が整理され、著者らの調査のように、政治家
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毎の政治資金構造の把握が（これまでよりは）容易になった。前述した X社と Y代議

士のケースでいえば、X社からの献金窓口とするために設置された 10個の政治団体

――大半は同一住所、実体のないものだったから「幽霊団体」と呼ばれた――は、新

法下では無意味となり、解散するか活動休止状態となった。

さらに、同規制の影響を受けたのが自民党派閥である。政治資金規正法上、派閥は

企業献金を受け取ることができない「その他団体」に分類されるから、これまでのよ

うに派閥として業界団体や企業から集金して、派閥構成員に分配することはできなく

なった。これに代位して、派閥幹部の資金管理団体等から直接派閥構成員に資金提供

を行うケースも散見される。高度に組織化された派閥の「先祖返り」というべきか、

それとも日本版「リーダーシップ PAC」というべきか。この点については、自民党首

脳自身、派閥がコントロールできるカネが減少した分、構成員の忠誠心も減殺されつ

つあることを認めている。このことは、現在進行中である自民党派閥の遠心化、ない

し多元化とも無縁ではないだろう。

いまひとつ評価できるのは、寄附を行った者の氏名等を公開する基準が、100万円

から 5万円へと引き下げられたことによって、「誰から誰へ、いくら」寄附がなされた

のかという透明度が飛躍的に向上した点である。たとえば、東京一区選出の与謝野馨

代議士――資金管理団体の「駿山会」、および政党支部の「自民党東京都第一選挙区支

部」――が、96年に受け取った企業・団体献金は合計 5,700万円であるが、このうち

4,965万円分の寄附者氏名が公開されているから、透明度は 9割近くとなる。旧法の公

開基準を適用した場合、寄附者がわかるのはわずか 6分の 1,850万円分にすぎない。

一方で、以前解決されていない点、また新たに浮かび上がった問題点も少なくな

い。前述した小渕首相の「自民党ふるさと振興支部」のように、政党支部を企業・団

体献金規制の抜け穴として利用するケースが増加している。政党支部といっても、党

勢拡大というよりも政治家個人の政治活動費用として用いられるわけで、「政治家個人

から政党へ」という政治改革のコンセプトと、政党支部の未発達という現状の隙間を

突いた「日本式ソフト・マネー」と呼ぶことができよう。政党支部で集めたカネを後

援会などに移転してしまえば（逆も同じ）、寄附元と支出先の対応関係が見えにくくな

り、「マネー・ロンダリング」の効果を持つことになる。しかし、だからといって政党

支部の活動を法律的に制限するのは、結社の自由を定めた憲法上難しい。それならば、

同一人物系の各種政治団体――資金管理団体、政党支部、後援会など――を、ひとつ

の政治団体とみなして連結決算させるような制度が、せめて考慮されるべきである。

いまひとつ挙げられるべきは、政治資金公開のありかたが、未だ遅れていると断じ
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ざるを得ない点である。前述したとおり、政治資金収支報告書の公開場所は、自治省

と各都道府県選挙管理委員会に分かれている。もし、資金管理団体は全国団体、政党

支部は都道府県届出というように割り振られていた場合（実際、300人近い代議士が

そのようにしている）、当該政治家の政治資金構造を明らかにしようとする者は、東京

の自治省と、地元選挙管理委員会の両方に足を運ばなくてはいけない。また、添付さ

れていたはずの領収書は閲覧することすらできない。冒頭に挙げた中島事件は、元秘

書が架空領収書の存在を内部告発したことによって、表面化したものである。領収書

を閲覧できないならば、虚偽記載によって合わされた帳尻を有権者の手によって暴く

ことは不可能である。形ばかりの公開に止まる現状を打開しようとするならば、閲覧

場所の一元化、そして収支報告のデジタル化が必要不可欠である。

おわりに

以上、本章では、日本における政治資金システムの歴史と現状を概観し、90年代の

諸改革の成果と問題点を検討した。最後に触れるべきは「政治資金の 2000年問題」に

ついてである。94年の改正政治資金規正法が企業・団体献金規制を強化したことは、

すでに述べた通りであるが、さらに同法では付則第九条で「会社、労働団体その他の

団体の資金管理団体に対してする寄附については、この法律の施行後五年を経過した

場合において、これを禁止する措置を講ずるものとする」と定められている。この附

則で定めた 5年を経過するのが 2000年であり、ほんとうに資金管理団体への企業・団

体献金禁止を実施するかどうか「政治資金の 2000年問題」として国会で議論が行われ

た。

結果からいうと、当初こそ自民党内を中心に消極論があったものの、他党の要求と

小渕首相の決断によって、1999年 12月に上記附則にのっとった法律改正が行われ、

2000年 1月から資金管理団体への企業・団体献金は禁止されている。しかし、著者は

これを評価しない。ここでは、企業・団体献金を禁止すること自体の是非は問わない。

ただ、国会として企業・団体献金禁止という決断をしたのであれば、実効性のある法

規制がなされるべきである。しかるに、改正法には企業・団体献金禁止を有名無実化

する「抜け穴」があいているのみならず、こうした「抜け穴」が横行することによっ

て、むしろ事態を悪化させている。

政治資金規正法改正と同時に、自民党は県議・政令指定都市の市議レベルまで党支

部を細分化することを決めた。資金管理団体への企業・団体献金が禁止されたため、
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地方議員の政治資金集めに支障が出ないようにする措置である。つまるところ、これ

まで資金管理団体であったものが、政党支部へと看板を架け替えるだけであり、企

業・団体献金禁止とは名ばかりのポーズにすぎない。

政治資金の規制のみならず、公開性についても問題がある。上記措置によって、政

党支部数は大幅に増加する。たとえば、静岡県静岡市（衆議院静岡一区）における自

民党の場合、衆議院議員候補者による静岡一区支部、静岡市議団を中心とする静岡市

支部に、同市選出の自民党所属四県議による支部が加わり、市内に少なくとも 6つの

自民党支部が存在しうることになる。どのような組織形態をとろうと各政党の自由だ

が、このように私物化された政党支部が叢生する姿が、公党と呼ばれうるかどうかは

大いに疑問である。また、法律上は、ひとりの政治家が設置できる党支部数に制限は

ないし、資金管理団体のように必ずしも政治家本人が党支部代表として届け出る必要

はない。他人名義で政党支部を設立してしまえば、当該支部が実質的にどの政治家が

コントロールしているのか目立たなくすることさえできる。政党支部という抜け穴を

残すことによって、企業・団体献金禁止を骨抜きにしたばかりか、政治資金の公開性

までが後退してしまったのである。

企業・団体献金が必要であるならば、それを堂々と国民に説得すればよいのであ

る。政治資金をゼロにすることが、政治資金システム改革の究極目標であろうはずが

ない。政治活動のリソースたる政治資金について、アカウンタビリティを果たすこと

こそが本義である。しかるに、企業・団体献金を禁止すべく決断したかのごときポー

ズをとりながら、その実これを否定するような挙動は、まさに、こうしたアカウンタ

ビリティを忌避することに他ならない。こうしたアカウンタビリティの欠如こそが、

政治に対する国民の信頼を損ねている。コンピュータの 2000年問題は、幸い大きなト

ラブルもなく収束したが、かくて「政治資金の 2000年問題」は大きな禍根を残した。

実効性を伴った政治資金規制、そして公開された資金の流れを追求する政治資金シス

テム改革は、世紀を超えて未完のプロジェクトである。
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